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はじめに

　企業経営の目的は、要するにシステマティックな事業評価に基づいて、経営戦略を常に更新・
革新し、企業の再活性化を計り、継続企業（Going Concern）、持続的発達企業とすることであ
る。そのためには、多くの場合、新知的財産創造の経営戦略において、知的財産を戦略的に選
択、組合せして経営戦略に練り込む対応が期待されている。新知的財産創造の経営戦略において
は、知的財産権制度が経済発展戦略として、創作に対し戦略的に独占排他権を認知し、創作者に
経済的インセンティブを与え、結果としてイノベーション効果を奏するものであることを考慮し
て、企業経営に資する知的財産を考慮する。
　また、知的財産権の取得、保有によって、市場への参入を早め、創業者利益（Pioneer Profit）
を取得し、その結果、これらのサイクルによる市場における競争優位を確立し、ヘッドスタータ
ー（Head Starter）の機能を発揮する。更に、ナレジマネジメント（Knowledge Management）
を可能にし、良い企業として評価され、持続的発展企業たることを可能にすることができる。結
果的に、社会全体における資源配分も可能にすることができる。
　新たな創造の成果は多様な知的財産・知的財産権に帰結する。知的財産・知的財産権とは何か
については、平成15年３月１日に施行された知的財産基本法第２条において知的財産とは、「発
明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み出されるもの（発
見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業上の利用可能性があるものを含む。）、商
標、商号その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活
動に有用な技術上又は営業上の情報」であり、知的財産権とは、「特許権、実用新案権、育成者
権、意匠権、著作権、商標権その他の知的財産に関して法令により定められた権利又は法律上保
護される利益に係る権利」と定義している。
　
１．知的財産の創造における基本、応用、戦略

１－１　本項における、キーワード、キーポイント
　①　知的財産経営方針　
　②　知的財産基本規程　
　③　創造、権利化、活用ごとの対応方針
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　⑪　知的財産報告書方針・規程・広告公表ルール
　⑫　知的財産の機能　
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　⑭　知的財産ロビー活動、戦略提言
　⑮　知的財産部門・組織対応
　




